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	第２　府から市町村への事務移譲

府は、地方自治法第252条の17の2第1項の規定に基づき、市町村に事務移譲を行う場合は、次の１又は２の手続により行うものとする。

１　市町村からの申出による手続
(1)　市町村長は、取組方針や府からの移譲を希望する事務の内容、移譲事務を活用して充実を図ろうとする住民サービスの内容及び事務移譲による効果等、分権推進に関する基本的な考え方を別記様式第１により策定し、知事に対して、具体の事務移譲項目、必要とする財源措置の概算及び人的支援の内容等を記載した別記様式第２を添付の上、申し出る。ただし、平成２１年度に各市町村が「権限移譲実施計画」を策定するにあたり、府が市町村に提案した事務に係る申出手続きについては、別途定める。
なお、申出の受付期間は、移譲を希望する当該年度の前年度のうち、知事が定める期間とする。ただし、法令改正等により緊急を要する場合は、この限りでない。
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